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PRESS RELEASE 

 

国立大学法人東京大学 

 

東京大学、ベイカレント・コンサルティング 

「DX と企業経営」寄付講座の設置について 

――日本企業の DX の実態に迫るプロジェクトの開始―― 

 

 

2024 年 4 月、国立大学法人東京大学（本部：東京都文京区、総長：藤井輝夫、以下「東京

大学」）は、株式会社ベイカレント・コンサルティングの寄附により、「DX と企業経営」寄付

講座を設置します。本講座は、2024 年 4 月から 2027 年 3 月までの 3 年間の期間で、東京大学

大学院経済学研究科に設置され、同研究科に附属している「東京大学大学院経済学研究科経営

教育研究センター」と協力して推進して参ります。 

 

 本寄付講座では、デジタル・トランスフォーメーション（通称「DX」）という現象につい

て、学術的な知見を蓄積することを目的としています。DX に関する厳格な定義は学術的には

存在しませんが、経営学分野では、デジタル技術を使い、新たなビジネスモデルを開発した

り、組織を新たな形に作り替えたりすることを広く「DX」と捉えています。経済産業省も DX

推進のためのガイダンスを 2020 年に出すなど、官民双方において関心の高いテーマとなって

います。 

 しかし、DX に対しての受け止め方は様々です。日本企業は、あるキーワードが騒がれては

下火になる、という経験を過去にもしており、その時々の経営陣が飛びつくただの「バズワー

ド」として受け止めている企業人もいます。現に日本経済新聞本誌の記事検索をすると、DX

という言葉が含まれている記事の数は減少傾向にあり、徐々に「下火」となっている傾向も見

られます（図 1）。また、外部からの圧力を受けた経営者が、仕方なしに DX を推進している企

業もあります。そのような企業では DX 担当者が何のために DX をやるのかに苦心していること

もあります。結果として、現場から賛同を得られなかったり、大きな組織変革へとつなげられ

ていなかったりすることも散見されます。 
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図 1：ブームとしての DX 

日経テレコン記事検索システムを用いて「デジタル・トランスフォーメーション」を含む日本経済新聞本

誌の記事数をカウント 

 

そのような実態を踏まえて、本寄付講座では、DX を中心とした日本企業のデジタル技術の

活用に関して、学術的な知見から客観的に論じることを目指します。具体的には、DX の成功

事例・失敗事例の定性的調査、および日本企業（可能ならば非日本企業も含む）を対象にした

大量データに基づく定量的調査を行います。昨今の DX の取組みを紐解くことで、経営学の知

見に学術的貢献をしていくことが目的です。 

 

 具体的には以下のようなトピックを扱っていきます。 

 

①「DX」の普及の実態把握 

 DX という言葉がどのように広がり、どのように企業で使われるようになったのかについ

て、各企業の公刊データ、メディアの分析などを通じて明らかにします。企業がどのような理

由で DX に取り組むようになったのか、そこに「他社がやっているから自分もやる」という同

型化的な行動が含まれていないのかを明らかにすることで、DX の普及という現象をどのよう

に位置づけるべきかを議論します。 

 

②DX と組織論 

 組織論との関係は二つの方向性が考えられます。1 つ目は、DX を組織変革の一種として捉

え、組織変革論への貢献を目指す方向性です。DX によってどのような組織が目指されるの

か、組織変革はどのように成し遂げられるのか、DX 固有の組織変革の成功要因は何か、日本

企業に特有の組織変革の阻害要因はあるのか。こうした問題意識に基づきながら、DX による

組織変革の成功・失敗事例を比較することで、組織変革論への貢献を目指します。 

2 つ目は、DX の結果、新しい働き方（ルーチン）を導入した従業員に注目した研究です。デ

ジタル技術を用いることで人々の働き方はどのように変化し、それが個人（創造性、モチベー

ション等）にどのような影響を与え、組織にどのような結果をもたらすのかを明らかにしま

す。前者よりもよりミクロな視点にまで下りることで、DX がなされた後の組織の実情を異な

る視点から捉えます。 
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③DX とマーケティング論 

 デジタル技術を用いてどのように顧客の情報を活用するのかに関する研究です。これは企業

サイドと消費者サイドの二つからアプローチします。企業サイドとしては、デジタル技術を用

いて取得した大量の顧客データの分析方法の議論、およびそれを元にしたマーケティング活動

の在り方について議論します。そうした研究を通じてマーケティングサイエンスおよび消費者

行動論的研究を行います。 

消費者サイドとしては、デジタル技術が世の中に普及することによる消費者の変化について

議論します。インターネットに始まり、SNS、スマートフォン、メタバースなどの新しい情報

技術やメディアは消費者行動に多大な影響を与え、経済システムの構造自体にも変化が起きて

います。最近では、余剰から生じた消費者の製品・サービス（宿泊、車、財）をほかの消費者

に提供する Airbnb、Uber、オークションなどが広がりつつあります。ここでは財の供給者と

需要者に区別はなく、プラットフォーマを介したＣ２Ｃ（消費者間）相互作用にもとづいたシ

ェアリング・エコノミーが構築されています。このような現状を踏まえ、デジタル技術によっ

て、個々の消費者の価値観などがどのように変化するのか、それによって顧客の購買行動が変

化するのかなどを明らかにします。 

 

本研究は現実の企業・組織の活動を研究対象とするものであるため、実社会とのコラボレー

ションを重視します。本寄付講座に関連した議論を希望される実務家からの連絡を歓迎しま

す。また、本寄付講座をより開かれたものにするために、外部の方も参加できるシンポジウム

を、ベイカレント・コンサルティングと共同で複数回開催します。また、本テーマに興味のあ

る学生に対して、研究・教育の場を適宜用意する予定です。 

 

 

【本件に関する問い合わせ先】  

株式会社ベイカレント・コンサルティング ベイカレント・インスティテュート 

Tel：03-5544-9331 E-mail：bci_info@baycurrent.co.jp 

 

東京大学大学院経済学研究科マネジメント専攻企業・市場組織講座 准教授 大木 清弘 

東京大学大学院経済学研究科附属経営教育研究センター(MERC)ベイカレント寄付講座 事務局 

Tel：03-5841-0687 E-mail：info@mmrc.e.u-tokyo.ac.jp 

 


